
法 令 等 の 改 正法 令 等 の 改 正

公務災害補償に関する各種規程・通知について以下のとおり改正しましたのでお知らせします。

○　福祉事業の実施に関する規程（昭和47年10月20日基金規程第4号）の一部改正

１　改正内容

（1）勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 72 号）の交付に伴う改正
…第 10 条第 1 項

（2）学校教育法等の一部を改正する法律（平成 27年法律第 46号）の交付に伴い、支給対象となる
学校に義務教育学校を加えたこと…第 10条第 2項、別記基金様式第 12号、別記基金様式第 20号

（3）奨学援護金について、中学校等に在学する者に係る支給月額を 16,000 円から 17,000 円に引き
上げたこと…第 10 条第 2項

（4）支給事務を電算処理するソフトウェアの改修に併せて改正したこと…別記基金様式第 3号及
び別記基金様式第 4号

（5）その他必要な字句の整理を行ったこと

２　施行期日

この改正は、平成 28 年 4 月 1 日から適用すること

○　福祉事業の取扱いについて（平成2年3月14日消基発第119号）の一部改正

１　改正内容

（1）補装具の支給等に係る費用の基準を 100 分の 104.8（消費税課税物品については 100 分の
108）としたこと

（2）福祉事業の実施に関する規程の改正に伴う所要の改正を行ったこと
（3）その他必要な字句の整理等を行ったこと

２　施行期日

この改正は平成 28 年 4 月 1 日（ただし、（1）の改正は平成 26 年 4 月 1 日）以後に発生した事由
について適用し、適用日前に発生した事由についてはなお従前の例によること

○　支払請求書の様式等に関する規程（昭和49年7月16日基金規程第3号）の一部改正

１　改正内容

（1）初回の請求時に消防団長の出動命令書を添付する必要がある場合の例を昨今の消防団事情に
鑑み改正したこと…別記様式第 3号
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（2）治療用装具の必要について医師の証明欄を設けるとともに、付添看護関係における看護の種
類欄を細分化したこと…別記様式第 4号の 1号紙

（3）歯科の診療費に関する明細書について、現在の診療報酬制度に応じた内容に改正したこと…
別記様式第 4号の 2号紙

（4）障害の程度に関する証明書について、地方公務員災害補償基金の様式等を参考に改正したこ
と…別記様式第 6号の 2の 2号紙、別記様式第 7号の 2号紙及び別記様式第 7号の 2の 2号紙

（5）傷病補償年金定期報告書及び障害補償年金定期報告書について、遺族補償年金定期報告書と
同様にするため、受給権者の住所欄を設けたこと…別記様式第 14 号の 2及び別記様式第 15 号

（6）その他必要な字句の整理を行ったこと

２　施行期日

この改正は、平成 28 年 4 月 1 日から適用すること

○　第三者から受けた損害賠償の額又は自動車損害賠償保障法の規定により受けた保険金若しくは共

済金若しくは損害賠償額との調整について（昭和41年12月26日消基発第9408号）の一部改正

１　改正内容

（1）年金たる損害補償費と損害賠償との調整を行う場合の支給停止期間を事故発生日以後 3年か
ら 7年に変更したこと

（2）法律の改正に伴い、引用条文の訂正を行った他必要な字句の整理を行ったこと

２　施行期日

この改正は、平成 28 年 4 月 1 日以後に発生した事由について適用し、同日前に発生した事由に
ついては、なお従前の例によること

○　公務に起因する疾病の範囲について（平成2年3月14日消基発第119号）、脳血管疾患及び虚血性

心疾患等公務上災害の認定について（平成14年11月18日消基発第334号）及び精神疾患等の公務

上外の認定について（平成12年6月2日消基発第170号）の一部改正

１　改正内容

字句の整理を行った他、所要の改正を行ったこと

２　施行期日

この改正は、平成 28 年 4 月 1 日以後に発生した事由について適用し、同日前に発生した事由に
ついては、なお従前の例によること

なお、これらの改正の新旧対照表等については、当基金ホームページ（「ホーム」→「お知らせ」→「公
務災害補償に関する各種規程等の改正について」）を参照のこと。
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